
令和元年度事業計画 
自  平 成 31 年 ４ 月  １ 日 

至  令 和 ２ 年 ３ 月 3 1 日 

 

Ⅰ  基本方針  

岐阜県法人会連合会（以下「県連」という）は、全国法人会総連

合（以下「全法連」という）において新たに制定した法人会の理念

の下、税のオピニオンリーダーたる経営者の団体として税制提言や

税の啓発活動を中心とした事業の充実や地域社会への貢献活動に注

力する。  

また、公益事業等のさらなる推進を図るため、組織・財政基盤の

強化に取り組む。  

 

Ⅱ  主な事業計画  

 １．公益目的事業等の推進  

（１）税制改正への提言  

イ．法人税や事業承継税制など中小企業を取り巻く重要な課題

について、単位会の意見・要望を県連で取りまとめ、「 2020

年度税制改正に関する要望書」として全法連に提出する。  

ロ． 2020 年度の改正に関する提言の策定に当たっては、法人

実効税率のあり方や中小企業の活性化に資する税制措置等

の「経済活性化と中小企業対策」を中心に、税のオピニオン

リーダーとして国の将来を展望した建設的な提言を行う。  

ハ．要望事項の実現を目指すため、本年も国会議員や地方自治

体の首長等に対し、税制改正の要望活動を実施する。  

 

（２）第 40 回岐阜県下法人会運営研究会の開催  

本年度から 2 年間、Ｃグループの大垣法人会・中濃法人会・

中津川法人会が指定されており、本年度は令和 2 年 2 月 5 日に

岐阜グランドホテルにおいて、選定された活動の取り組みにつ

いて研究発表を行う。  

 

（３）税知識の普及・社会貢献活動等の推進  

将来を担う子供たちへの 租税教室や税を中心とする啓発イベ

ント等において、税知識の普及や地域性を活かした社会貢献活動

の充実を図る。  

また、研修会や講演会の開催に当たっては、一般市民等を含め

た研修を行うなど研修活動の充実に努める。  

企業の税務コンプライアンス向上に資する「自主点検チェック

シート」の活用については、国税当局等と連携し、さらなる利用

促進に取り組む。  

 

イ．青年部会は、中濃法人会の主管により、本年 10 月 18 日に

シティホテル美濃加茂において、「地域に拡がる活動の根、

いきいきと輝く新芽がいま芽吹く！」をテーマに連絡協議会

を開催し情報交換を行う。  



ロ．女性部会は、中津川法人会の主管により、本年 10 月 10

日に都ホテル  岐阜長良川において、「社会貢献活動につい

て」をテーマに連絡協議会を開催し情報交換を行う。  

ハ．県下調査部所管法人を対象に、「平成 31 年度税制改正の概

要」について、国税当局を講師とする研修会を開催する。  

ニ．中小企業の事業承継は、喫緊の課題であることから、その

問題解決の一助となるような事業に取り組むこととする。な

お、役員セミナーは、事業承継を除いた税法・税務に関する

テーマにて行うこととし、実施については、新規事業を踏ま

え判断する。  

ホ．マイナンバー・ｅ -Ｔａｘの普及や消費税の軽減税率制度

の周知及び期限内納付運動の推進に努める。  

  

２．組織・財政基盤の強化  

（１）会員の増強  

県下の平成 30 年 12 月末現在の法人加入率は 46.5％であり、毎

年減少している。法人会活動を充実させる上で、組織基盤の強化

が重要である。  

全法連では、「役員一人一社以上の獲得」を目標に掲げ、従来

の会員増強月間（ 9 月～ 12 月）とは別に、総会シーズンの 5 月・

6 月を新しく「特別増強月間」としていることから、役員による

加入勧奨を積極的に推進する。  

 

（２）福利厚生事業の推進  

協力保険 3 社と協調に努め、福利厚生制度創設 50 周年に向け、

2 年間「想いをつないで 50 年『会員企業を守りたい』キャンペ

ーン」を実施し、福利厚生制度の拡大を図る。  

福利厚生事業は会員の増強とともに不可欠な事業であり、積極

的に取り組み、財政基盤の強化を図る。  

 

 ３．広報活動の推進  

税の啓発、法人会の知名度向上、活動内容の周知など広報活動

を積極的に展開する。  

地方新聞やＰＴＡ新聞などの広報媒体を活用し、法人会員の募

集と税の啓発記事を掲載する。また、ホームページの内容を充実

させるとともに、マスコミ等に対するパブリシティ向上に努める。 

 

 ４．その他  

県連の各委員会や協議会等の充実、単位会との連携強化を図る。 

また、岐阜県下法人会の事務局職員研修を開催 するなど、職員

研修の充実、モチベーションアップに努める。  

全法連や東海法連の事業に積極的に参加し、法人会活動の充実

に向けて情報収集や意見交換を行う。  

 

令和元年度の具体的な事業計画は次のとおりである。  


